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○ 賃貸住宅管理業者登録規程に係る登録申請等について（平成23年10月25日国土動指第48号） （抄） （下線部分が改正部分）

改 正 後 現 行

１．登録の申請関係（規程第４条関係） １．登録の申請関係（規程第４条関係）

（１）登録の申請に要する書類 （１）登録の申請に要する書類

規程第４条第１項、第３項及び第４項の規定に基づき次の書類を提出するも 規程第４条第１項及び第３項の規定に基づき次の書類を提出するものとす

のとする。ただし、登録を実施するために必要と認めるときは、下記（２）の省略 る。ただし、登録を実施するために必要と認めるときは、下記（２）の省略書類そ

書類その他の書類の提出を求めるものとする。 の他の書類の提出を求めるものとする。

①～③ （略） ①～③ （略）

④規程第４条第３項第４号に掲げる書面 ④規程第４条第３項第４号及び第５号に掲げる書面

⑤～⑩ （略） ⑤～⑩ （略）

⑪成年被後見人及び被保佐人に該当しない旨の後見等登記事項証明書並 （新設）

びに成年被後見人及び被保佐人とみなされる者に該当しない旨の市町村

の長の証明書又は契約の締結及びその履行にあたり必要な認知、判断及

び意思疎通を適切に行うことができる能力を有する旨を記載した医師の診

断書のいずれか一方（規程第４条第４項の「必要と認める書類」）

⑫返信用の封筒（Ａ４サイズ、宛先を記載の上１２０円分の切手を貼付したも ⑪返信用の封筒（Ａ４サイズ、宛先を記載の上１２０円分の切手を貼付したも

の） の）

（２）申請に要する書類の省略 （２）申請に要する書類の省略

宅地建物取引業法第２条第３号に規定する宅地建物取引業者は、上記③～ 宅地建物取引業法第２条第３号に規定する宅地建物取引業者は、上記③～

⑤、⑦及び⑪は省略可能である。マンションの管理の適正化の推進に関する ⑤及び⑦は省略可能である。マンションの管理の適正化の推進に関する法律

法律第２条第８号に規程するマンション管理業者は、上記④、⑤及び⑪は省略 第２条第８号に規程するマンション管理業者は、上記④及び⑤は省略可能で

可能である。また、規程第３条第３項に基づく更新の登録を受けようとする者で、 ある。また、規程第３条第３項に基づく更新の登録を受けようとする者で、直前

直前の事業年度終了後、規程第９条による報告をした者は上記⑧及び⑨又は の事業年度終了後、規程第９条による報告をした者は上記⑧及び⑨又は⑩は

⑩は省略可能である。 省略可能である。

（３） （略） （３） （略）

４．変更の届出関係（規程第10条関係） ４．変更の届出関係（規程第10条関係）

（１）添付書類 （１）添付書類

規程第１０条第１項に基づく変更の届出に当たって、その変更が、商号又は 規程第１０条第１項に基づく変更の届出に当たって、その変更が、商号又は

名称、法人の役員（個人である場合はその者）、事務所に関するものであるとき 名称、法人の役員（個人である場合はその者）、事務所に関するものであるとき

は、その届出に係る者又は事務所に関する規程第４条第３項第１号から第８号 は、その届出に係る者又は事務所に関する規程第４条第３項第１号から第９号
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まで及び第４条第４項に掲げる書類を添付するものとする。また、規程第４条第 までに掲げる書類を添付するものとする。また、規程第４条第１項第５号に関す

１項第５号に関する事項の変更の届出に当たっては、返信用の封筒（Ａ４サイ る事項の変更の届出に当たっては、返信用の封筒（Ａ４サイ ズ、宛先を記載の

ズ、宛先を記載の上１２０円分の切手を貼付したもの）を添付するものとする。た 上１２０円分の切手を貼付したもの）を添付するものとする。ただし、登録の変更

だし、登録の変更に必要と認めるときは、その他の書類の提出を求めるものと に必要と認めるときは、その他の書類の提出を求めるものとする。

する。

（２） （略） （２） （略）
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○ 賃貸住宅管理業者登録規程に係る登録申請等について（平成23年10月25日国土動指第48号） （抄） （下線部分が改正部分）

改 正 後 現 行
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○ 賃貸住宅管理業者登録規程に係る登録申請等について（平成23年10月25日国土動指第48号） （抄） （下線部分が改正部分）

改 正 後 現 行
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○ 賃貸住宅管理業者登録規程に係る登録申請等について（平成23年10月25日国土動指第48号） （抄） （下線部分が改正部分）

改 正 後 現 行


